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The analysis of the age and region of children’s home 
by the Kamakura children’s home annual report "Hoikunosono"
Yohei Satake
Abstract: Otojiro Satake had started the child care work in 1896 (29th year of Meiji Era), 
and had worked on opening the Kamakura headquarters and branches in Lushun, Keijo, Taipei 
Dalian and Beijing at the time before the world war.
Since it started, its feature has been the familism of which aim is not only to nurture children, 
but also to save their mothers and elderlies who had no relatives to help them.
In this research, our aim is to clarify the actual situation by analyzing age groups of the 
residents per a time division of the annual report "Hoikunosono" which was defined based on 
the circumstances surrounding home and usage of each branch. 
For the analysis point of view, we consider the age groups and previous address groups on 
children and clarification of number of adults. As a result, the analysis shows gradual upward 
trend between the year 1908 (41th year of Meiji Era) and the year 1913 (2nd year of Taisho 
Era),and steady increase centered by the age group of “between 13 years old or more and less 
than 20 years old” since the opening of overseas branches in 1914 (3rd year of Taisho Era).
Key Words: Children's home, annual report, Familism












佐竹音次郎が 1896（明治 29）年７月 20 日に創設した養育事業の小児保育院は、その後名称















































掲げた、1896（明治 29）年から 1905（明治 38）年まで、仮定員を 30 名としていた。表２のよ
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うに 1896（明治 29）年から 1901（明治 34）年までは、少人数の事業であった。この中には実
子の３名も含まれている 3）。1902（明治 35）年より東京女囚携帯乳児保育会 4）の委託により乳
児が入所したことにより本格的な養育事業になった。
表２　年度別・本部支部別取扱実人員


















1913（大正 2）年 70 7 9
1914（大正 3）年 79 13 11
1915（大正 4）年 108 13 16 3
1916（大正 5）年 90 25 23 6
1917（大正 6）年 78 33 28 12
1918（大正 7）年 67 41 59 15
1919（大正 8）年 59 27 53 13














新報社、第 11 号、第 12 号は京橋の大倉印刷所、第 13 号、第 14 号は神奈川県藤沢町の川上印
刷所が印刷している。
表３　第２期の『保育の園』発行状況
号 数 発行日 備 考
第 １ 号 1906（明治）39 年 7 月 30 日 小冊子（Ｂ６判 67 頁）
第 ２ 号 1906（明治）39 年 10 月 散逸中
第 ３ 号 1909（明治 42）年３月 30 日 ２頁
第 ４ 号 不明 ２頁
第 ５ 号 1910（明治 43）年 12 月 31 日 ２頁、保存状態が悪い
第 ６ 号 1911（明治 44）年 12 月 31 日 ４頁
第 7 号 1913（大正２）年１月 1日 ４頁
第 ８ 号 1914（大正３）年１月 1日 ４頁
第 ９ 号 1915（大正４）年 1月 1日 ４頁
第 10 号 1916（大正５）年３月 11 日 ４頁
第 11 号 1917（大正６）年 10 月 18 日 ４頁
第 12 号 1918（大正７）年 10 月 18 日 ２頁
第 13 号 1919（大正８）年 10 月 18 日 ２頁











































　園児の状況では、年齢別では「７歳以上 12 歳以下」が 21 名で最も多くなっている。前住地
別では、地元の神奈川県が 12 名と最も多く、次いで東京府が 11 名、園父音次郎の出身である
高知県が７名となっている。15 府県からの入所となっている。






　園児の状況では、「７歳以上 12 歳以下」が 22 名と最も多いが「４歳以上６歳以下」が 19 名
と前年より９名増加している。前住地別では、新たに島根県の子が入所し、奈良県の子が退所
している。15 府県からの入所となっている。




できるという状況である。「７歳以上 12 歳以下」が 32 名と前年より 10 名も増加し、最も多く
なっている。前住地別では、新たに福島県の子が入所し、京都の子が退所している。15 府県か
らの入所となっている。






　園児の状況では、「７歳以上 12 歳以下」が 28 名と最も多くなっている。前住地別では、新
たに鹿児島県の子が入所し、16 府県からの入所となっている。










　家族数は前年と同じ 62 名、成人は、「20 歳以上 59 歳以下」の中年が９名、「60 歳以上」の







正３）年 12 歳男児、1916（大正５）年 13 歳男児を引き受けている 15）。
この年より、園児数の 13 歳以上の中に成人も計上するようになった。実際の園児数は、65
名となっている。前住地別では、新たに宮城県の子が入所し、長崎県の子が退所し、外地で朝
鮮の男児（「７歳以上 12 歳以下」）が２名入所している。他 18 府県からの入所となっている。
園児数の 65 名に加えて成人は、「20 歳以上 59 歳以下」の中年が 11 名、「60 歳以上」の老





園児の状況では、78 名と前年より 13 名増加している。前住地別では、新たに千葉県と新潟
県、大分県の子が入所し、石川県と茨城県の子が退所した。朝鮮では「３歳以下」の園児が１
名等が新たに入所し合わせて 12 名になった。他 19 府県からの入所となっている。
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園児数の 78 名に加えて成人は、「20 歳以上 59 歳以下」の中年が 13 名、「60 歳以上」の老





園児の状況では、91 名と前年より再び 13 名増加している。前住地別では、前年と同じ朝鮮
と 19 府県からの入所となっている。
園児数の 91 名に加えて成人は、年齢区分が変更となり中年が「20 歳以上 49 歳以下」の 15
名、老人が「50 歳以上」の７名の計 22 名と前年より成人が５名増加している。総計で初めて
















の園児数の増加が伺える 20）。また、鎌倉本部でも９月 17 日に生後 11 カ月の男児を入所させて
いる 21）。
園児の状況では、園児は 100 名を超え 105 名となっている。前住地別では、埼玉県の子ど
もが退所し、茨城県から３歳以下の子どもが入所した。台湾、満州、朝鮮と 18 府県からの入
所となっている。







浪していた 14 歳男児が入園している 22）。
11 月 12 日には、横須賀市長名で乳女児の保護依頼が届いている 23）。この文書が公文書で入
園を依頼される最初となっている。
園児の状況では、園児は 115 名となっている。前住地別では秋田県と埼玉県の子どもが入
所している。特に朝鮮が 34 名と前年より 16 名も増加している。他台湾、満州と 20 府県から








21 府県からの入所となっている。成人の記載もされていない。総計 130 名である。
Ⅳ．考察
本研究では、腰越から鎌倉に移転してからの 12 年間の時期に限定して園児数の増加や、前
住地別に分析してきた。1908（明治 41）年から 1913（大正２）年までは、1902（明治 35）年
より東京女囚携帯乳児保育会の委託により乳児が入所していたため、「３歳以下」「４歳以上６




設に伴い、「13 歳以上 20 歳未満」及び成人が、職員としてではなく、家族として海外に赴任し
て養育事業に従事したことは、鎌倉小児保育園の特徴の一つである 25）。
1923（大正 12）年の全国の育児施設の現在員の年齢区分と鎌倉小児保育園の年齢区分と
比較すると、鎌倉では、1919（大正８）年の園児の 53.8％が 13 歳以上 20 歳未満が最も多く






もの入所が顕著に増加している。現地の園児の世話を内地から送られてきた「13 歳以上 20 歳
未満」の園児するという構図が伺える結果となった。
図１　年齢区分別家族数推移
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資料：内務省社会局第二部（1926）『社会事業統計要覧』、p124.
－ 96 －
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